
昭島市国保保健事業について

◇　主な事業について　◇

○特定健康診査特定保健指導
費用負担について

40歳以上を対象とした健康診査と保健指導
※メタボリックを予防
医療保険の保険者には実施義務とされている

近年は、１億円規模で実施 本来は国、都、市で1/3づつ費用負担する事業

しかし、国の定める事業単価が低額なため、

市負担分　＋　不足分を各自治体で負担

① 現在のところ、事業実施の財源は
ほぼ 繰入金、補助金、交付金

○ジェネリック医薬品推進
近年の実績

② 市町村の国保では、市として ①ジェネリック薬品への切替で費用が安くなると
実施している事業や市の資源 見込まれる方に通知を送る
の活用が可能 ②啓発シールを加入者全員に配布

また市施設の窓口にシールを設置

○人間ドック（脳ドック）利用補助

H18年度から脳ドック利用補助として実施（40歳～）
来年度から、人間ドックまで対象を広げ、補助額を
5,000円アップの20,000円とする
受診結果の提出を求め、特定健診と総合的に実施

近年の実績（脳ドック）は、補助額200万円代で推移

・特定健康診査特定保健指導 ・特定健康診査特定保健指導
・ジェネリック医薬品推進 保健事業実施について

・人間ドック利用補助 ・健診受信者フォローアップ
・糖尿病重症化予防

・健康教育（講演会の実施） ・健診受診勧奨 保健事業の実施は、ジェネリック医薬品の切替など、一部事業を除いて、実施直近では
・医療健康データ分析 なかなか、その具体的な効果を図ることが難しい

事業への参加促進など、市町村国保の弱点となっている部分もあるが、市の実施事業
の活用などは、恵まれた環境にある

市実施事業を活用の場合でも、公的な補助金、交付金の対象となるケースもあり
事業実施　⇒　実績、ポイント確保　⇒　次年度費用及び国保全体としての収入確保へつなげる

・糖尿病対応保健指導 ・都内温泉施設利用補助
・高血圧症対策 （東京都国保連合会実施事業） 近年では、保険者として義務とはならないまでも、実施を強く求められる事業もあり、インセンティブの
・30才代健診 指標とされるケースも出てきている
・いきいき健康ポイント
・いきいき高齢者健康ポイント ・各種啓発、周知活動
・歯科事業
・各種健診
・各種教室・講座
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1/4資料

繰入金

事業費納付金

保健事業の費用は

例年支出全体の1％程度

（１億２千～１億３千万円程度）

国民健康保険特別会計のイメージ

市負担国負担 都負担

保険給付費等

保険税

公費等（東京都・国等）

保健事業

歳入（収入） 歳出（支出）

繰入金を活用 補助金等を活用
約60,000,000円規模約70,000,000円規模

市実施事業の活用 その他

H29年度
H30年度

3,567,609円
切替効果額

2,819,550円


